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序     文 
 

日本国政府は、イラク共和国政府からの要請に基づき「灌漑セクターローン」事業に円借款を

供与し、イラク共和国政府が本借款資金を利用して、灌漑排水ポンプ、灌漑用排水路の維持管理

に係る資機材、発電機など調達により灌漑農業開発を進めています。 

イラク共和国政府は、この円借款事業のより一層の効果発現のため農業セクターへの総合的、

包括的な技術支援を日本政府に要請し、日本政府は協力の実施を決定しました。 

これを受け、独立行政法人国際協力機構は、農業分野における技術支援の必要性や可能性を検

討するため、2011年2月20日から3月12日まで詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの現状

などについてイラク国政府関係者と協議を行うとともに、現場調査や関連資料の収集を行いまし

た。 

本報告書は、これら調査結果、協議結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクト実

施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 

平成23年7月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表 
2011年5月25日 

国際協力機構 農村開発部 
畑作地帯グループ 畑作地帯第二課 

１．案件名 

国 名：イラク共和国 
案件名：「クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト」 

The Project on Horticulture Technology Improvement and Extension 

２．協力概要 

（1）プロジェクト目標と成果を中心とした概要 
本プロジェクトは、クルド地域の栽培条件に適し、市場ニーズを踏まえて改善された園芸

技術が対象地域の農家に普及されることを目標とする。当初の1～2年でベースライン調査

やデモンストレーション圃場活動により農家の実態や適正技術を見いだし、3年目以降は普

及員や農家に対する研修などを実施して農家に向けた普及活動を支援する。 
（2）協力期間 

2011年8月～2016年7月を予定（計60カ月） 
（3）協力総額（日本国側） 

4.8億円 
（4）協力相手先機関 

クルド自治政府農業水資源省 
（5）国内協力機関 

農林水産省 
（6）裨益対象者及び規模 

・アインカワ農業試験場（エルビル県）、バグラジョ農業試験場（スレイマニア県）及び

マルタ農業試験場（ドホーク県）の研究員並びに対象地域の農業普及所の普及員（約

320名） 
・プロジェクト対象の園芸作物農家 
・イラク政府の担当職員 

 
３．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状及び問題点 
イラク共和国（以下、「イラク」と記す）では、1980年以降、3度にわたる戦争と10年以上

に及ぶ経済制裁により、社会経済インフラは破壊され国内経済も後退したが、2003年のイラ

ク戦争後は、国際社会の支援を得つつ復興開発が進んでいる。イラクは、国土の大部分が年

降水量250mm以下の砂漠気候に属するが、近隣諸国と比べると水資源に恵まれており、農業

セクターはGDPの約10％（2010年推定）を生産し、労働人口の約22％が農業に従事するなど、

石油・ガス部門につぐ重要産業である。農地面積約520万haは国土の12％を占め、このうち

約4割はイラク北部に広がる天水耕地、残りはチグリス・ユーフラテス川を水源とする中・

南部の灌漑耕地である。「イラク国家開発計画（2010～2014年）」においても、農業セクター

は経済多様化のための重点分野と位置づけられている。しかし、農業生産基盤の老朽化、灌
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漑農地での塩類集積、農業技術・知識の不足などにより、農業の生産性は低位にとどまって

いるのが現状である。 
イラク北部に位置するクルド自治地域（エルビル県、ドホーク県、スレイマニア県）は、

イラク国内でも300mm～1,200mmと年間降水量が多いことから潜在的な農業生産性は高く、

イラク全体の食糧自給のためには、クルド地域の生産性向上は重要である。しかし、フセイ

ン独裁政権下の弾圧と農村破壊、近年の旱魃などの影響でクルド地域の農業生産は減退し、

農業の復興や破壊された農村の復興、農民の農村への帰還などが命題となっている。農業セ

クターのなかでも園芸作物（果樹・野菜）は、集約的な栽培により小規模の農地面積でも現

金収入を得る手段となり得ることから、農村における広範な生計向上に貢献する可能性のあ

る品目である。農村活性化に向けたアプローチの1つとして、クルド自治政府農業水資源省

（以下、「クルド農業水資源省」）も野菜の施設栽培導入や果樹の新品種導入などの生産振興

に取り組んできた。しかしながら、紛争の影響によって適正技術の更新や、農業関係政府職

員に対する教育、普及システムの整備が十分に行われなかったため、農家レベルの生産は伝

統的な品種を用いた旧来の栽培手法が中心で、連作障害や不適当な施肥による作物の品質低

下を招くなどの問題が生じている。また、季節的に出荷時期が集中し、値段が低迷する一方、

端境期には輸入品が市場を独占するという状況にある。農村振興につながる園芸作物の生産

拡大に向けては、市場ニーズに基づくマーケティングの促進までを視野にいれた適正な園芸

技術を導入・普及していくことが求められている。 
 

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 
2010年に公表された「イラク国家開発計画（2010～2014年）」では、農業セクターのビジ

ョンとして、食糧安全保障のための国内生産の振興、農業生産の増加による農村部の貧困削

減と石油依存からの経済多様化、を掲げている。イラクの主要農産物の自給率をみると、小

麦49％、大麦59％、ジャガイモ76％、トマト40％、食肉15％、卵16％などとなっており、農

業セクターの停滞は食糧輸入への依存を高めている。このため、同計画では小麦、デーツ、

果樹、トマト、タマネギなど優先作物を掲げ、生産計画を示して生産振興を図ることとして

いる。 
さらに、クルド自治政府においても、「農業セクター戦略計画（2009～2013年）」では、フ

セイン独裁政権下での農村破壊の影響により、クルド地域が有する自然条件の優位性が農業

生産に発揮されていないとし、農業セクターの使命として、自然・予算・人的リソースの利

用と先進技術・知識の活用により、クルド地域の食糧自給を達成することとしている。その

ために、小麦や野菜の試験研究、研修や、水資源開発、投入資材補助など広範な活動を含む

プロジェクトを掲げている。特に園芸作物（野菜・果樹）については、小麦、畜産に次ぐ予

算措置を講じて振興を図っていく計画となっている。 
本プロジェクトの実施体制については、実務面ではクルド農業水資源省との協議・合意

によって実施する。他方、国際約束など、外交面ではイラク政府をとおした協議が必要と

なる。イラク政府には本プロジェクトの実施について了解を得ている。プロジェクト活動

においてはイラク政府関係者を計画策定のセミナーなどに招待することにより、本プロジ

ェクトへの継続的な支援が期待できるほか、適正技術についても共有が可能となる。 
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（3）わが国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

2003年以降、わが国はイラクに対し、電力、石油、農業などのセクターで無償資金協力、

円借款、技術協力（本邦・第三国での研修）を実施してきた。農業開発分野については、「対

イラク共和国事業展開計画（2010年8月版）」において、協力方針にある４つの重点分野のな

かで非石油産業振興の一環として位置づけられている。これまで「灌漑セクターローン」を

通じてイラク全土にポンプ・建設機材を供与するとともに、本邦研修や、シリア、エジプト、

ヨルダンなどにおける第三国研修を通じて、農業・農村振興に寄与する人材の育成に取り組

んできた。プロジェクトの成果は、上記円借款案件を通じて整備される灌漑施設などにおい

ても活用が想定され、本邦研修、第三国研修に加え円借款事業とも相乗効果を発揮すること

で開発効果が増大することが期待されており、事業展開計画上の方針とも一致する。 

なお、わが国のイラク復興支援について、2009年10月には水利用・農業分野における技術

協力強化の要望が出されたことから、JICAはクルド自治地域に対して、2009年12月に「基

礎情報収集・確認調査」、2010年4～6月に「プログラム形成・協力準備調査」を実施した。

さらに、2010年8月から2011年2月までの間に水資源、農業の各分野で政策アドバイザーを複

数回派遣した。本プロジェクトは、こうした現況調査と課題分析、クルド農業水資源省との

度重なる協議を踏まえて協力の枠組みが形成されている。 

 

４．協力の枠組み  

本プロジェクトは、①1～2年目は対象地域の営農の実態把握と適正技術の選択に活動の重

点を置き、3年目以降は適正技術の普及計画を作成して農家に対する普及活動を展開する２

段階アプローチ、②園芸作物に対する市場ニーズを踏まえた技術改善、③幅広い農家への技

術移転をめざす普及活動、の３つの基本戦略により、協力の枠組みが組み立てられている。

 

＜主な項目＞ 

（1）協力の目標（アウトカム） 

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

プロジェクト目標：現地の栽培条件に適し、市場ニーズを踏まえた園芸技術がプロジェク

ト対象農家に普及される。 

指標：農家による適正技術の採用度 

※クルド地域の現状が十分に明らかになっていないため、ベースライン調査実施後

に指標の詳細を決定する。 

 

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

上位目標：適正園芸技術の導入･普及とマーケティングの促進を通じて、クルド地域農民

の園芸作物の売り上げが増大する。 

指標・適正園芸技術を導入した農家の数 

・適正園芸技術を導入した農家の収入の増加 
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（2）成果（アウトプット）と活動 
成果1 適正園芸技術の検討のためのベースライン調査が実施され、対象地域の関連情報が

整理される。 
活動 1-1 栽培適地や市場動向、流通実態、普及サービス状況、ジェンダーなどに関する

ベースライン調査票を作成する。 
1-2 ベースライン調査を実施する。 
1-3 市場ニーズに合致した適正技術の検討に関するベースライン調査報告書を作

成する。 
指標・ベースライン調査の実施状況とその内容 

・地域別適正野菜・果樹のリスト作成状況とその内容 
・地域別の園芸作物の市場動向レポート作成状況とその内容 
・地域別普及員配置状況と普及員のレベル判定調査報告書の作成状況とその内容 
 

成果2 市場ニーズに合致した園芸作物の適正技術が取りまとめられる。 
活動 2-1 新品種や栽培技術、収穫後処理技術、施設導入など、市場ニーズに合致した適

正技術の候補となる技術を列挙する。 
2-2 それぞれの技術につき、評価のための実施計画を作成する。  
2-3 実施計画に基づき、新技術の場合は、試験場を経て篤農家においてデモンスト

レーション圃場を設置する。 
2-4 実施計画に基づき、既存技術の農家への適応化試験の場合は、篤農家において

デモンストレーション圃場を設置する。 
2-5 近隣農家及び市場関係者を招いたフィールド・ディを開催し、成果のモニタリ

ングを行う。 
2-6 2-2～2-5の結果に基づき、各地域における適正技術をリスト化する。 
2-7 新品種や栽培技術、収穫後処理技術、施設導入、市場動向の把握方法、モニタ

リング手法など、各技術における技術ガイドライン（案）を作成する。 
2-8 成果4の普及活動を踏まえて、技術ガイドラインを完成させる。 

指標・デモンストレーションで展示された技術の種類とその内容 
・フィールド・ディの参加者数と得られた情報の数と内容 
・地域特性に沿った園芸技術ガイドラインの完成 
 

成果3 成果1及び2により明らかになった情報に基づき、適正技術の普及活動詳細計画が作

成される。 
活動 3-1 成果1及び2を踏まえて、適正技術の普及手法・アプローチを検討する。 

3-2 地域別の普及活動詳細計画を作成する。  
3-3 3-1及び3-2の成果、経験、プロセスなどをイラク政府と共有する。 

指標・活動詳細計画書 
 

成果4 活動詳細計画に沿って、農民支援のための普及活動が実施される。  
活動 4-1 普及員向け研修教材を作成する。 
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4-2 普及員のための研修を実施する。 
4-3 普及員による対象農家への研修実施を支援する。 
4-4 適正技術については、試験場及び篤農家において試験場職員や普及員がデモン

ストレーション圃場を設置するのを支援する。 
4-5 普及員によるフィールド・ディ開催を支援する。 
4-6 対象農家による技術採用度のモニタリングと調査を普及員が実施するのを支

援する。 
指標・普及員への研修を通じた普及員レベルの向上 

・普及員向け教材 
・普及員による農家研修の実施、参加者割合 
・普及員によるフィールド・ディ開催と参加者割合 
 

（3）投入（インプット） 
日本側 

1）専門家派遣 
・長期専門家：3名（チーフアドバイザー、園芸作物生産、業務調整/研修監理） 
・短期専門家：園芸作物生産等、必要に応じて派遣 

※園芸作物生産については、主に野菜生産と果樹生産をテーマにするが、一方は長期専門

家として幅広くかつ継続的に指導し、他方は複数回の短期専門家として相互補完的に対

応する。 

 
2）機材供与 
・PC、プリンターなどの執務に必要な基礎機材 
・圃場試験や実験に必要な機材 

 
3）研修員受入 
・本邦 
・第三国（果樹：シリア、野菜：ヨルダン、他） 

 
4）在外事業強化費 
・試験及び展示のための育苗施設、温室の設置コスト支援 
・技術ガイドライン作成、普及教材作成、研修実施に必要な経費など 

※専門家の安全対策について特別な配慮が必要であり、該当する経費を日本側が負担す

る。 

イラク側 
1）カウンターパート及びサポートスタッフ 
・プロジェクト・ディレクター 
・プロジェクト・マネジャー 
・プロジェクト・コーディネータ 
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・園芸作物生産にかかわる研究員、普及員 
・サポートスタッフ 
 

2）プロジェクト事務所 
・机、椅子、インターネット接続などの基礎的な事務環境 

 
3）プロジェクト業務のための活動費 
・イラク側関係者の国内旅費 
・試験及び展示のための育苗施設、温室の設置コスト 
・圃場や試験などプロジェクト活動に必要な基礎的な資機材 

 
（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1）前提条件 
・クルド農業水資源省において園芸作物振興政策が継続される。 
・イラク政府よりプロジェクト実施について理解と支援が継続的に得られる。 

 
2）成果（アウトプット）達成のための外部条件 
・クルド地域において旱魃などの気象条件の異常が発生しない。 
・アインカワ、バグラジョ、マルタの各農業試験場の担当業務を遂行する人材が継続的

に勤務する。 
 

3）プロジェクト目標達成のための外部条件 
・対象地域における園芸農家の数が大幅に減少しない、もしくは帰還などにより増加する。

 
4）上位目標達成のための外部条件 
・園芸作物に関するクルド域内及びイラク国内の市場動向が大きく変化（下落）しない。

 
(5）プロジェクト実施上の留意点 

イラク国内では30年ぶり、クルド自治政府にとっては初めての日本からの技術協力プロジ

ェクトとなるが、イラク復興支援は依然として治安の安定しないなかでの事業実施が求めら

れることから、専門家の現場での技術指導においても安全対策には十分の注意が必要である。

 
５．評価結果 

（1）妥当性 
次の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 

・本プロジェクトで目的とする園芸作物の生産拡大は、経済多様化をめざすイラクの「イラク

国家開発計画（2010～2014 年）」及び農業生産性をめざすクルド自治地域の「農業セクター

戦略計画（2009～2013 年）」の開発政策との整合性を確保している。 
・クルド地域において園芸作物の適正技術の選択と普及をめざす本プロジェクトは、特定地域

に有効な技術内容だけでなく国内他地域でも応用が可能な技術導入のための活動モデルを示
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し、そのモデルは円借款を通じて灌漑施設などが供与された対象地で利用されることも想定

される。 
・プロジェクトが実施されるクルド地域は、中東全体のなかでも比較的降水量が多いことから

農業の潜在的な生産能力は高い。そのため、野菜・果樹の栽培に関し、普及に必要な技術の

試行錯誤が行える自然環境であることに加えて、イラクにおける園芸作物の自給率向上への

寄与も期待できる地域である。 
・イラクについては、外務省による「国別援助計画」は策定されていない。しかし、JICA の方

針では、農業分野への支援は 4 重点分野の 1 つとして「経済成長を実現するための非石油経

済の振興（農業セクター）」に位置づけられていることから、本プロジェクトは日本の援助方

針に整合している。 
 

（2）有効性 
本プロジェクトは、以下の理由から高い有効性が見込める。 

・本プロジェクト実施期間内の事業効果は、①園芸生産のための適正技術の選択、②適正技術

を農家に普及するための活動詳細計画の作成、③普及活動の実施・展開、と 3 段階を踏んで

末端農民にまで届くことをめざしている。プロジェクト目標は、「現地の栽培条件に適し、市

場ニーズを踏まえた園芸技術が対象地域の農家に普及される」と明確であり、農民レベルに

直接的に効果が及ぶことが期待される。また、「プロジェクト対象の農家」の具体的な範囲に

ついてはベースライン調査の結果を踏まえて検討する必要があり、対象をより詳細に特定す

ることで、プロジェクト目標の達成に向けて成果 3 及び 4 の活動を効果的に実施できるよう

になると想定される。 
・指標と目標値、指標の入手手段に関しては、事前調査の段階では農業試験場の栽培試験デー

タ、村落ごとの農家数や生産統計、農家家計状況などの基礎情報がなかったことから、プロ

ジェクト開始後、ベースライン調査を実施し、その結果をもって指標と目標値については詳

細を設定する計画となっている。 
 

（3）効率性 
本プロジェクトは、以下の理由から高い効率性が見込める。 

・長期専門家の指導により間断のない活動支援体制が築かれる構想であり、これを受けるクル

ド側カウンターパートには省内の中心人物が選任されている。短期専門家については、プロ

ジェクト活動により選択される適正技術の内容に応じて派遣される。プロジェクト事務所の

設置は、クルド農業水資源省またはアインカワ農業試験場のいずれかとなる予定であるが、

プロジェクト活動のためのクルド側予算は既に措置されていることなどから、迅速なプロジ

ェクト活動の開始が期待できる。 
・各県の試験場職員数は、エルビル県 151 名（うち研究員は 96 名）、ドホーク県 128 名（うち

研究員は 47 名）、スレイマニア県 320 名（うち研究員は 96 名）であり、2010 年度予算は 1
億 1,500～2 億 7,500 万ディナール（約 800 万円～約 2,000 万円）である。各県で、アインカ

ワ試験場、マルタ試験場、バグラジョ試験場を中心に、それぞれ 4 カ所、4 カ所、6 カ所の試

験場を有している。これらの機関、人員が活用されることで技術の普及が効率的に展開でき

る期待が高い。 
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・農業普及所については、エルビル県内に 12 カ所、ドホーク県内に９カ所、スレイマニア県内

に 15 カ所設置され、職員数は、エルビル県 31 名（うち普及員は 7 名）、ドホーク県 73 名（う

ち普及員は 29 名）、スレイマニア県 218 名（うち普及員は 47 名）である。普及員数だけをみ

れば全体で 83 名で、各農業普及所における普及員数は２名程度と不足していることから、実

証圃場での技術紹介、農家への訪問指導などの現行の活動は、地域の優良農家向けに限られ

ている状況である。一方で、各機関での職員総数は右記のとおりかなり多く、社会全体で雇

用の約 3.5 割が公務員であることと符号している。このためプロジェクトでは、プロジェク

ト目標の達成に向けて普及活動詳細計画の作成にも重点を置き、幅広い農家への普及に向け

てカウンターパート機関のポテンシャルを最大に引き出せるような計画的な普及活動を実施

する。 
 

（4）インパクト 
本プロジェクトでは、以下のように複数の正のインパクトが予測できる。 

・上位目標は、「適正園芸技術の導入とマーケティングの促進を通じて、クルド地域農民の生計

が向上する」と明確であり、これは農民にまで直接アプローチするプロジェクト目標の達成

によりインパクトとしての発現が期待できる。プロジェクトでは、市場動向の調査や市場関

係者を招いた技術のモニタリングなどの活動を行い、市場ニーズを把握し生産において技術

的に対応することで販売そのものの促進につなげていく計画である。 
・事業効果の波及については、成果 3 及び 4 において、現状の普及活動のレビュー、適正技術

の内容と対象農家に応じた普及手法・アプローチの検討、普及活動詳細計画の作成、計画に

基づく普及活動の実施、と順を追って堅実に展開されることから、波及効果は大きいと考え

られる。また、この一連のプロセスをサイクルとして国内他地域で再現していくことで、効

果的な普及活動が継続的に発展していくことも期待できる。 
・園芸栽培技術に関するクルド農業水資源省の研究者、普及員の能力が向上し、今後プロジェ

クトの活動・成果が自立発展的に維持されていけば、行政機関と最終的な裨益者である農家

との関係も強まり、農家側の意識啓発によって更に研究者・普及員の活動が後押しされるこ

とも期待される。 
 

（5）持続性 
以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、プロジェクト終了後も相手国政府により維

持されると見込まれる。 

・クルド農業水資源省の試験研究所、農業普及所は、エルビル県、ドホーク県、スレイマニア

県の各地区に配置され、活動は各機関とも年間計画に基づいて実施されている。新規技術・

知識の習得機会は限られ、試験結果の蓄積や普及資料の保管への認識も十分ではないため、

試験研究の発展は停滞しているものの、限られた知識・技術・手法のなかでの活動は実践さ

れている。プロジェクト活動は既存の制度・組織体制の上に行われることから、プロジェク

ト終了後も活動の持続性は高いと判断される。 
・現在もクルド農業水資源省の研究・普及部門の基本的な活動は安定的に実施されており、プ

ロジェクトで導入する改善技術のクルド側の吸収・定着力には問題がないものと見込まれる。

プロジェクト終了後の技術の維持を阻害するような特別の要因は見当たらない。 
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・園芸生産振興については、国内で需要の高い作物群であり農業・農村振興の観点から、イラ

ク国家開発計画やクルド農業セクター戦略計画で重視されており、今後もイラク政府及び自

治政府の政策的・予算的な支援は続くことが見込まれる。なお、イラクの石油埋蔵量は世界

第 3 位ないし 4 位とされており、石油収入によって一定以上の国家予算が担保され、そのう

ち 17％がクルド自治政府に配賦されることが制度化されている。 
・中長期的なクルド地域の園芸生産振興に関しては、別途クルド地域に派遣予定の農業政策ア

ドバイザーと密に連携し、クルド自治政府が園芸生産・流通体制の発展段階に応じて適切な

政策（補助政策・貿易政策など）を実施できるよう、関連する政策提言を行い、持続性の強

化に取り組む必要がある。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

イラク全体では、人口の23％の所得水準が貧困ライン以下と推定されている。また2010年
に国連が発表した飢餓マップによると、県ごとで差があるものの全体的に高い数値を示して

いる。飢餓・低栄養については、食糧不足というより世帯に食糧を購入できる収入がないこ

とが主な原因である。また、クルド自治地域を含む農村世帯の収入は都市・郊外世帯と比べ

ると低く、国連食料農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations：FAO）

の推定によると、これら貧困ライン以下に属する、または飢餓・低栄養に直面している人口

の70％は農村世帯である。園芸作物（果樹・野菜）は小規模でも現金収入を得る手段となり

得ることから、適性園芸技術の導入と普及は農村の活性化と貧困削減に寄与すると考えられ

る。本プロジェクトにおける貧困農民の参加・普及に関しては、ベースライン調査の実施や

普及のための活動詳細計画の作成において、配慮の中心に置かれることとなる。 
ジェンダーに関しては、「イラク国家開発計画（2010～2014年）」のなかで、農村における

高い失業率と都市への人口流入、農業労働における女性の重要性の高まり（2000年推定では

農業労働者の50％以上は女性）、の２点が農村の社会開発の側面として指摘されている。ク

ルド自治区においても、園芸作物、養蜂、家畜飼養、農産物加工などで女性が主な役割を果

たしている。このため、例えばスレイマニア農業普及所の全職員・普及員218名のうち女性

が45名配置され、農作業ダイアリーや農産物加工など女性向け研修も数多く開催されてい

る。本プロジェクトの活動でも、ベースライン調査にて園芸の生産から流通に至るそれぞれ

のジェンダーの役割を明らかにし、効果的なジェンダー配慮につき検討するとともに、実際

の活動に取り込むことを想定している。 
 

７．過去の類似案件からの教訓 

市場に対応したアプローチを採用することから、JICAがケニアで実施した「小規模園芸農

民組織強化プロジェクト（2006～2009年）」及びその後継プロジェクトである「小規模園芸

農民組織強化振興プロジェクト（2010～2015年）」で実施している市場関係者と農家とのフ

ォーラムや研修方法を現地の事情に合わせて改良し、適用する。また、同プロジェクトで開

発した紙芝居方式の普及員用研修教材についても参考資料とする。 
他のドナー機関の活動については、USAIDによるINMAアグリビジネスプログラムが、ク

ルド地域においても2010年1月から農民を対象に園芸作物の生産性向上のための活動を実施

している。実証展示圃を設置し、米国から輸入した園芸作物の種子・種苗を増殖して園芸農
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家に配布するとともに、定期的にファーマーズ・スクールを開催している。園芸農家を最終

的な裨益者とする点では共通しているが、「園芸技術改善・普及プロジェクト」とは以下の

点で相違している。①USAIDのプロジェクトは行政機関と連携せずに実施されているが、

JICAのプロジェクトはクルド農業水資源省の研究員と普及員の能力強化に取り組むこと、②

USAIDのプロジェクトは活動対象が優良な園芸農家に限られてしまうが、JICAのプロジェク

トはベースライン調査を実施し、小規模農家を含む幅広い農家への技術移転をめざして活動

を実施すること。ただし、園芸農家が受け取ることになる技術の情報・内容については、INMA
アグリビジネスプログラムとの意見交換などを通じて情報の整合をとることも必要であり、

併せて教訓についてもINMAからの今後の入手ができる。 
 

８．今後の評価計画 

（1）中間レビュー調査：プロジェクト2年目（2013年8月）をめどに実施 
 
（2）終了時評価：プロジェクト終了の6カ月前（2016年1月）をめどに実施 
 
（3）事後評価：プロジェクト終了後3年目をめどに実施 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は供与中の｢灌漑セクターローン｣によるハードの整備に加

え、要請のあったソフトの支援を組み合わせ、イラク共和国（以下、「イラク」と記す）農業セ

クターへの総合・包括的な支援を目的として、これら要請案件を円借款附帯プロジェクト「クル

ド地域園芸技術改善・普及プログラム」（以下、「本プロジェクト」と記す）として実施すること

を計画しており、今般、プロジェクトの枠組み、計画及び実施体制を確認し、事前評価表作成に

必要な情報を収集することを目的として調査団を派遣した。 
 

１－２ 調査の目的 

（1）プロジェクトの枠組み及び計画（案）をイラク側関係機関とともに検討し、プロジェクト・

デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operations：PO）、

討議議事録（Record of Discussions：R/D）案を含む協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）

にて共通認識の醸成を図る。 
 

（2）評価5項目の観点から事業事前評価を行うために必要な情報を収集する。 
 
（3）調査結果を基に、事業事前評価表（案）の作成に必要な情報を整理する。 

 
１－３ 団員構成 

担 当 氏 名 所 属 

総括 高橋 政行 JICA農村開発部 畑作地帯第二課長 

小麦栽培 中林 一夫 JICA国際協力専門員 

園芸作物 相川 次郎 JICA国際協力専門員 

農業普及 財津 吉壽 国際耕種株式会社 

評価分析 奥田 浩之 合同会社適材適所 

 
１－４ 調査期間 

（1）調査期間 
平成23年2月20日（日）～3月12日（土）（21日間） 

 
（2）調査日程 

付属資料1調査日程のとおり。 
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第２章 協力プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクト実施の背景 

２－１－１ 現状と課題 
イラクでは、1980年以降、3度にわたる戦争と10年以上に及ぶ経済制裁により、社会インフ

ラは破壊され国内経済も後退したが、2003年のイラク戦争後は、国際社会の支援を得つつ復興

開発が進んでいる。イラクは、国土の大部分が年間降水量250mm以下の砂漠気候に属するが、

近隣諸国と比べると水資源に恵まれており、農業セクターはGDPの約10％（2010年推定）を生

産し、労働人口の約22％が農業に従事するなど、石油・ガス部門に次ぐ重要産業である。農地

面積約520万haは国土の12％を占め、このうち約４割はイラク北部に広がる天水耕地、残りは

チグリス・ユーフラテス川を水源とする中・南部の灌漑耕地である。イラクの戦後復興・国家

開発に向けて2007年に策定された「第3次国家開発戦略」においても、農業セクターは「経済

成長のための基盤強化」の重点分野と位置づけられている。しかし、農業生産基盤の老朽化、

灌漑農地での塩類集積、農業技術・知識の不足などにより、農業の生産性は低位にとどまって

いる。主な農作物の国内生産は、デーツを除いて自給が達成されておらず、イラク全体の需要

量の小麦は5割、大麦は4割、トマトは6割を輸入するなど、農業セクターの停滞は、食糧輸入

への依存、国家経済の石油への依存を高めている。 
こうしたことから、2010年に公表された「イラク国家開発計画（2010～2014年）」では、農

業セクターのビジョンとして、食糧安全保障のための国内生産の振興、農業生産の増加による

農村部の貧困削減と石油依存からの経済多様化、を掲げている。特に、2007～2009年にかけて

旱魃の影響により平年の50％にまで収量が落ち込んだ小麦をはじめ、優先作物を定めて2014年
を目標とする生産計画を示し、生産性向上や投資の促進などを図っていくとしている。 

イラク北部に位置するクルド自治区（エルビル県、ドホーク県、スレイマニア県）は、イラ

ク国内でも400㎜～1,200㎜と年間降水量が多いことから潜在的な農業生産性は高く、イラク全

体の食糧自給のためには、クルド地域の生産性向上は重要である。しかし、イラク前政権にお

ける弾圧と農村破壊、近年の旱魃などの影響でクルド地域の農業生産は減退し、クルド地域に

おいても食糧自給に向けた農業の復興が命題となるとともに、農村部における高い失業率と都

市への人口流出といった社会問題にもつながっている。 
農業セクターのなかでも園芸作物（果樹・野菜）は、集約的な栽培により小規模の農地面積

でも現金収入を得る手段となり得ることから、農村における生計向上に貢献する可能性のある

品目である。農村活性化に向けたアプローチの1つとして、クルド農業水資源省も野菜の施設

栽培導入や果樹の新品種導入などの生産振興に取り組んできた。しかしながら、農家レベルの

生産は伝統的な品種を用いた旧来の栽培手法が中心で、季節的な出荷時期の集中と値段の低迷、

端境期には輸入品が市場のシェアを独占する、という状況にある。園芸作物の生産振興に向け

ては、市場ニーズに基づくマーケティングの促進まで視野にいれた適正な園芸技術を導入・普

及していくことが求められている。 
 
２－１－２ 相手国政策上の位置づけ 

2010年に公表された「イラク国家開発計画（2010～2014年）」では、農業セクターのビジョ

ンとして、食糧安全保障のための国内生産の振興、農業生産の増加による農村部の貧困削減と
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石油依存からの経済多様化、を掲げている。イラクの主要農産物の自給率をみると、小麦49％、

大麦59％、ジャガイモ76％、トマト40％、食肉15％、卵16％などとなっており、農業セクター

の停滞は食糧輸入への依存を高めている。このため、同計画では小麦、デーツ、果樹、トマト、

タマネギなど優先作物を掲げ、生産計画を示して生産振興を図ることとしている。 
一方、クルド自治政府においても、「農業セクター戦略計画（2009～2013年）」では、前政権

下での農村破壊の影響によりクルド地域が有する自然条件の優位性が農業生産に発揮されて

いないとし、農業セクターの使命として、自然・予算・人的リソースの利用と先進技術・知識

の活用により、クルド地域の食糧自給を達成することとしている。そのために、小麦、野菜、

試験研究、農業研修などの生産振興と、水資源開発、投入資材補助などの広範な活動を含むプ

ロジェクトを掲げている。 
 
２－１－３ わが国援助政策との関連、JICA国別援助実施方針上の位置づけ 

2003年のイラク復興支援国会合での支援表明を端緒に、わが国はこれまで電力、石油、上下

水道、保健・医療、農業などのセクターで無償資金協力、円借款、技術協力（本邦・第三国で

の研修）を実施してきた。農業開発分野については、2009年7月に策定されたJICA「国別援助

実施方針」において、イラク開発課題の協力方針のなかに位置づけられている。すなわち、協

力方針にある4つの重点分野のなかの「経済成長を実現するための非石油経済の振興」に農業

セクターが含まれている。これまで灌漑セクターローンでイラク全土のポンプ・建設機材の整

備を行い、本邦研修と、シリア、エジプト、ヨルダンなどにおける第三国研修を通じて、農業・

農村振興に寄与する人材の育成が取り組まれてきた。さらに同実施方針には、農業関連技術の

向上などのための技術協力を検討し、効果的なプロジェクトの形成につなげていくことが明記

されており、今回の本プロジェクトの形成は、こうした方針を踏まえたものである。 
 
２－１－４ 農業セクターにおけるドナー協力の現状 

イラクでの国連機関の活動としては、現在、国連食料農業機関（Food and Agriculture 
Organization of the United Nations：FAO）が、イラク政府をカウンターパートとして農業情報シ

ステムの導入、農業民間セクターの育成、農業雇用促進、畜産振興などのプロジェクトを実施

しているが、クルド自治区、園芸振興を対象としたものではない。 
小麦等の穀物を対象として、オーストラリア国際開発事業団（Australian Agency for 

International Development：AusAID）及びオーストラリア国際農業研究センター（Australian Centre 
for International Agricultural Research：ACIAR）が出資し、国際乾燥地域農業研究センター

（International Agricultural Research in the Dry Areas：ICARDA）を実施機関とする環境保全型作

付システムの導入プロジェクトが現在進行中である。「フェーズ I（2005年7月～2008年6月）」

に続く「フェーズ II（2008年6月～2011年6月）」であり、クルド自治区と同じく天水小麦を栽

培しているニナワ県を対象地域としていることから、小麦に関する種子生産や栽培管理といっ

た当該プロジェクトの成果や知見を入手し、今後活用していくことも考えられる。ICARDAが

実施しているプロジェクトとしては、このほかにも、ACIARからの出資による「土壌塩類管理

プログラム（2010年12月～2012年10月）」がイラク中・南部において、また国際農業開発基金

（International Fund for Agricutural Development：IFAD）からの出資による「総合防除・有機肥

料を通じた小規模農家の生計向上プロジェクト（2009年1月～2012年1月）」がニナワ県、バグ
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ダード県、カディシア県で実施されている。しかし、これらのプロジェクトはクルド地域を対

象としたものではない。 
クルド地域内で実施されているドナー機関の活動としては、米国国際開発庁（United States 

Agency for International Development：USAID）がコンサルタントへの委託により「INMAアグリ

ビジネスプログラム」（INMAはアラビア語で「成長」の意）を実施している。イラクの全18県
において、畜産、園芸、ビジネス振興の分野で、技術研修、実証圃場の設置、ワークショップ

開催などの活動を実施しており、クルド地域においても、2010年1月より農民を対象に「園芸

作物生産性向上プロジェクト」が実施されている。実証展示圃を設置し、米国から輸入した園

芸作物の種子・種苗を増殖して園芸農家に配布し、定期的にファーマーズ・スクールも開催さ

れている。 
 

２－２ ｢園芸技術改善･普及プロジェクト｣の基本計画と活動 

２－２－１ 園芸分野における現状と課題 
クルド地域の園芸分野は、栽培環境的にはポテンシャルを有している一方、紛争の影響によ

って適正技術の活発な更新がなされなかったこと、農業関係政府職員に対する十分な教育が行

き届かなかったこと、農家に対する適切な普及システムが整備されなかったこと、などにより

質量共に十分な作物が市場に供給できていない。例えば、ドホーク市場における国内産トマト

の評価は、国外産に比して5割程度である。特に、国内の収穫端境期には、良質な国外産が占

める。品質の面で劣る国産品保護のため、政府は期間中輸入制限も設けている。以下に、調査

を通じて明らかになった技術的・制度的課題と市場流通の現状について記す。 
〈技術的・制度的課題〉 

農家レベルにおける技術的課題は多々あるが、本調査で顕著に見られたのは以下のとおりで

ある。 
・グリーンハウス内におけるトマトの連作障害 
・化学肥料の施肥計画に関する知識不足 
・有機質肥料の製造方法と施肥に関する知識不足 
・病害虫発生を促す手もぎ収穫（果樹） 
・耕起、施肥、播種の同時作業 
・品質低下を招くブドウの棚なし栽培 
・作業記録の未実施 
・農作業カレンダーの未整備、etc. 
一方、行政としては地方農業局下に試験場、苗木圃場、普及センターなどを有し、かつ多数

の人員を抱えているものの農家に直接指導する人員の不足、トランスポーテーションの欠如、

適正技術の検証プロセスの未整備（試験場における試験結果の分析などを含む）、試験機器の

欠如･破損あるいは使用方法の知識不足、などにより農家に対する普及サービスが十分になさ

れていない。 
〈流通の現状〉 

ドホーク県における農家、普及センター、市場関係者への聞き取り調査から判明した生産か

ら小売りに至る流通の例は以下のとおりである。 
シメイル普及センターに集合したある農家への聞き取りによると、トマトの場合、収穫物を
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品質によって2階級に選別している。約1/4は下位等級で買い取り価格は、上位等級と比べると2
割ほど割安になる。収穫物は、自己保有の１トン車を使って、市場まで運んでいる。輸送コス

トは、政府が支給している。市況は、携帯電話のSMSで情報を得ているが、収穫期がほかの農

家と重なるため、その時期の買い取り価格は安いと感じている。一方、実地訪問したドホーク

市場では、市場流通管理人ともいうべき業者が存在し、彼らから以下のような情報を得た。市

場流通管理人は、市場内に一程度のスペースを確保し、農家からの収穫物を一時的に保管後、

外部から来る買い取り業者に売り渡す役割を担っている。その際、6％のマージンが、彼らの

儲けとなる。買い取り業者の支払い金額から6％引き、それ以外を農家に支払っている。すな

わち、そこで売れ残った場合の損失は全面的に農家が被る。市場流通管理人は、置き場を提供

し、売り先に引き渡すのみである。作物の価格は、入荷する量をみて複数いる市場流通管理人

が決定している。トマトの場合、6～12月は国内産が出まわり、3、4、5月はヨルダンからの輸

入品が占める。1、2月は寒いためトマトの需要はほとんどない。市場流通管理人によると多く

の農家は、自分たちで収穫物を運搬するとのことであったが、これについては行政側もよく把

握しておらず、特にリンゴなどを作っている遠隔地の小規模農家の運搬状況が判然としない。 
 
２－２－２ 協力概要 

上記のように、農家レベルでは多くの技術的課題を抱えており、またそれを指導･改善する

行政側も支援システムが作用していない。プロジェクトでは、市場競争力のある園芸作物を生

産するために必要な適正技術を見いだし、それらを末端の農家まで普及させることを目標とし

ている。適正技術探索を第1ステージとし2年間の予定で行う。第1ステージ終了前に、活動の

結果を基にした適正技術普及計画を策定し、その計画に基づいて第２ステージとして3年間農

家への普及を実施することとしている。 
一方、プロジェクト全体としては、イラクで初めての技術協力プロジェクトであることから

JICAの技術協力の特徴である相手国側のオーナーシップを醸成しつつ、キャパシティの向上を

図り、共に考え共に解決をし、プロジェクト終了後は、相手国側でこうした一連のプロセスを

継続的に実施することをめざしている。 
プロジェクト名：園芸技術改善・普及プロジェクト 

協力期間：2011年9月以降から5カ年 
実施機関：クルド自治政府農業水資源省 
対象地域：アインカワ農業試験場（エルビル県）、バグラジョ農業試験場（スレイマニア県）、

マルタ農業試験場（ドホーク県）及び対象地区の農業普及所と園芸作物農家 
ターゲットグループ：クルド農業水資源省及び対象農業試験場の研究者、普及員、職員及び

対象地区の近隣農家 
プロジェクトの枠組み詳細については、付属資料の３.  PDM及び４.  POのとおり。 

 
２－２－３ 基本戦略 
（1）適正技術探索ステージ及び普及ステージによる2段階のアプローチ 

クルド地域の園芸栽培の形態や農家の実態など、これまでの調査においても明らかにな

った部分はあるものの、依然不明な点が多い。こうしたなか、ターゲットとなる農家層、

市場との関係、行政の力量、環境的栽培ポテンシャル、これらを踏まえたうえで適正技術
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を見極めることが望ましい。そこで、本プロジェクトでは、5年間のプロジェクト期間を2
つのステージに分けて活動を展開する。 

第1ステージは開始から2年間とし、ターゲットとなる農家に関する情報や気候環境的情

報、行政普及システムの現状などについてベースライン調査を通じて明らかにする。また、

栽培から出荷･販売における女性のかかわりについても調査する。候補となる適正技術に

ついて、デモンストレーション圃場作成を通じて評価する。こうした活動を通じて、第1
ステージ終了前に次年度以降の活動詳細計画を策定する。 

第2ステージは、3年目からプロジェクト終了までとし、活動詳細計画に従って、ターゲ

ットとなる農家に対して第1ステージで選抜された適正技術の普及を行う。 
 
（2）市場ニーズに対応した園芸作物生産のための技術改善 

地域ごとに園芸作物の市場ニーズは異なる。例えば、サイズの大きさが高値の要因にな

る地域と果実の色が値段を決める際の優先事項である地域もある。クルド地域において、

各作物の市場での評価を詳細に調べたうえで、評価の高い作物を作るために必要な技術改

善を行う。また一方で、農家にとっても所得向上に直結する技術は導入へのインセンティ

ブが高い。反対に、栽培的には正しい技術であってもその地域の市場では評価されない品

質を作り出すのであれば、その技術は採用されない。プロジェクトでは、こうした観点か

らすべての適正技術は市場評価の高い作物生産に寄与するものとし、その技術を探索･普

及する。 
また、デモンストレーション圃場におけるフィールド・ディなどに市場関係者を招待し、

技術及びそれによって作られる作物の品質に関する評価を行ってもらう。農家と市場関係

者の関係強化のみならず、市場ニーズに対応した園芸作物生産のための技術改善を行う。 
 
（3）幅広い農家への技術移転をめざす普及活動 

適正技術の探索において、デモンストレーション圃場を各県の試験場だけではなく、農

家の圃場においても作成する。圃場での評価を農家の視点で行うことで、作業のしやすさ

の面など農家にとっての適正技術を選定することが可能にする。普及員による農家に対す

る研修やフィールド・ディは現地で実施することによって、より多くの小規模農家の参加

が期待できる。第1ステージで普及システムの現状を調査･分析し、末端農家まで普及サー

ビスが行き届くようなアプローチを構築し、第2ステージで実践する。 
今回の調査では、遠隔地の小規模農家の実情がつかめなかった。この点につき行政も十

分把握しきれていないため、プロジェクトが意識的に小規模農家を取り込むよう仕向けて

いかないとそれら小規模農家にサービスが行き届かない可能性があるので留意する。 
 
２－２－４ 候補となる適正技術 

上記のとおり、適正技術は第1ステージにおいて試験場や農家の圃場を使ったデモンストレ

ーションのパフォーマンスの評価を通じて探索され、第2ステージにおいて普及されつつも常

にモニタリングし改良を重ねていく。デモンストレーション圃場作成に係る計画は、プロジェ

クト開始後、専門家とカウンターパートが協議する。一方、いくつか候補となる適正技術につ

いては事前に考慮しておく必要がある。今回の調査で明らかになった課題に対する技術を以下
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に列挙する。 
・新品種 
・施肥試験 
・果樹の整枝・剪定 
・堆肥作り 
・グリーンハウスにおける暖房を用いた早生栽培（端境期用対策） 
・連作障害対策のための輪作 
・点滴灌漑 
・総合防除（Integrated Pest Management：IPM） 
これら技術については、専門家が有している必要があるが、長期専門家で対応できない場合

は、短期専門家派遣を検討する。例えば、IPMなどは病害虫の専門的知見が必須である。 
 
２－２－５ 評価･モニタリング 

各活動の評価及びモニタリングは、POに従って各指標を用いて行われる。中間評価は、2年
目終了前に実施し主に3年目以降の計画を策定する。 
 
２－２－６ イラク政府との関係 

イラク政府の農業省関係者に対しては、第1ステージの調査への同行や分析結果などの共有

を通じて調査実施能力の向上の機会を提供する。また、デモンストレーション圃場の評価や更

に適正技術の探索手法に至るまで、活動あるいはセミナーへの参加によって理解促進を図る。

第2ステージも同様に、活動中に招へいすることで具体的かつ効果的な普及方法について共有

できるように便宜を図る。日本人専門家がカウンターパートへ指導する一連のプロジェクト活

動をみせることによって、日本の技術協力の特徴である「共に考え、共に解決する」方法への

理解促進を図る。今後、技術協力は日本にお願いしたい、という強い要望をイラク政府から引

き出せることを想定している。 
 
２－２－７ プロジェクト活動をとおした政府への提言 

クルド地域では、成人人口の約40％が公務員であるといわれている。県の農業局にはそれぞ

れ相当数のスタッフが勤務している。一方、現場を回り農家を指導する普及担当スタッフは農

家の数に比して十分な数ではない（約2,000人/一普及員）。こうしたことから、クルド農業水資

源省に対しては、普及員の数を増員させることを提言するのではなく、現在いるスタッフをよ

り農家の側で活動するようシステムの変更を助言することが有効であると思われる。プロジェ

クト活動を通じて、普及員数が足りない状況に直面したときに、クルド農業水資源省大臣ある

いは計画局長への提言を行う。 
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第３章 事前評価結果 
 

３－１ 5項目評価 

３－１－１ 妥当性 
次の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 
「イラク国家開発計画（2010～2014年）」では、食糧自給、経済多様化、農村開発、貧困削

減に向けて果樹・野菜の生産振興が明確に掲げられている。その一方で、生産計画実現のため

の具体的な技術内容やシナリオが示されているわけではない。園芸技術の適正技術の選択と普

及をめざす本プロジェクトは、技術の波及、人材育成の効果や、技術導入のための活動モデル

を示すことで、国家開発計画に基づくイラク園芸生産の振興のニーズに応えるものである。 
プロジェクトが実施されるクルド地域は、中東全体のなかでも降水量が多いことから農業の

潜在的な生産性は高い。よってプロジェクトに必要な試験の試行錯誤が行える自然環境である

ことに加えて、導入技術の他地域への移転や、更には生産量増加に向けた高いポテンシャルに

よって、イラクにおける食糧自給率の向上に効果的に寄与できる地域である。 
イラクについては、外務省による「国別援助計画」は策定されていない。しかし、JICA「国

別援助実施方針（2009年7月）」では、農業分野への支援は4つの重点分野の１つのなかで「経

済成長を実現するための非石油経済の振興（農業セクター）」に位置づけられていることから、

本プロジェクトは日本の援助方針にも整合している。 
クルド地域で実施されている他ドナー機関の活動に、USAIDによるINMAアグリビジネスプ

ログラムがある。クルド地域内の園芸農家を最終的な裨益者とするものの、本プロジェクトと

は以下の点で相違していることから、その実施は妥当である。①INMAアグリビジネスプログ

ラムは行政機関と連携せずに実施されているが、JICAのプロジェクトはクルド農業水資源省の

研究員と普及員の能力強化に取り組むこと、②INMAアグリビジネスプログラムは活動対象が

優良な園芸農家に限られてしまうが、JICAのプロジェクトはベースライン調査を実施し、小規

模を含むより広範な園芸農家を視野にいれて活動を実施すること。ただし、園芸農家が受け取

ることになる技術の内容については、INMAアグリビジネスプログラムとの意見交換を通じて

情報の整合をとることを考慮することも必要である。 
 
３－１－２ 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から高い有効性が見込める。 
本プロジェクト実施期間内の事業効果は、①園芸生産のための適正技術の選択、②適正技術

を農家に普及するための活動詳細計画の作成、③普及活動の実施・展開、と3段階を踏んで末

端農民にまで拡大することをめざしている。プロジェクト目標は、「現地の栽培条件に適し、

市場ニーズを踏まえた園芸技術が対象地域の農家に普及される」と明確であり、農民レベルに

直接的な効果が及ぶことが期待される。また、「対象地域の農家」の具体的な範囲については

ベースライン調査の結果を踏まえて検討する必要があり、対象をより詳細に特定することで、

プロジェクト目標の達成に向けて成果3及び4の活動を効果的に実施できるようになると想定

される。 
わが国のこれまでのイラク復興支援について、2009年10月には水利用・農業分野における現

地技術支援の要望が出されたことから、クルド自治区に対して、2009年12月に「基礎情報収集・
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確認調査」、2010年4～5月に「プログラム形成・協力準備調査」が実施された。さらに、2011
年1月には水資源、農業の各分野で政策アドバイザーが派遣された。本プロジェクトは、こう

した現況調査と課題分析、クルド農業水資源省との度重なる協議を踏まえて協力の枠組みが形

成されている。したがって、プロジェクト目標・成果・活動は明確に設定され、それらの間の

因果関係は確保されているだけでなく、これまの協力準備によりカウンターパートのプロジェ

クト内容に対する認識も極めて高い。 
クルド自治政府とイラク政府の関係、政党に起因するクルド自治政府内の県の関係といった

政治的な不安定要素は、「プロジェクト実施体制の維持」としてプロジェクト目標達成のため

の外部条件に示されている。また、指標と目標値、指標の入手手段に関し、事前調査の時点で

は農業試験場の栽培試験データ、村落ごとの農家数や生産統計、農家家計状況などの基礎情報

がなかったことから、プロジェクト開始後まずベースライン調査を実施する計画であり、その

結果をもって指標と目標値の詳細を設定していく計画となっている。 
 
３－１－３ 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から高い効率性が見込める。 
長期専門家の指導により間断のない活動支援体制が築かれる構想であり、これを受けるクル

ド側カウンターパートには省内の中心人物が選任されている。短期専門家については、プロジ

ェクト活動により選択される適正技術の内容に応じて派遣される。プロジェクト事務所の設置

は、クルド農業水資源省またはアインカワ農業試験場のいずれかとなる予定であるが、プロジ

ェクト活動経費のためのクルド側予算は既に措置されていることなどから、迅速なプロジェク

ト活動の開始が期待できる。 
各県の試験場職員数は、エルビル県151名（うち研究員は96名）、ドホーク県128名（うち研

究員は47名）、スレイマニア県320名（うち研究員は96名）であり、2010年度予算は1億1,500～2
億7,500万ディナール（約800万円～約2,000万円）である。各県（エルビル県、ドホーク県、ス

レイマニア県）は、アインカワ試験場、マルタ試験場、バグラジョ試験場を中心に、それぞれ

4カ所、4カ所、6カ所の試験場を有している。これらの機関、人員が活用されることで、技術

の効率的な普及が期待される。 
また農業普及所については、エルビル県内に12カ所、ドホーク県内に9カ所、スレイマニア

県内に15カ所設置され、職員数は、エルビル県31名（うち普及員は７名）、ドホーク県73名（う

ち普及員は29名）、スレイマニア県218名（うち普及員は47名）である。普及員数だけを見れば

全体で83名で、各農業普及所における普及員数は2名程度と少ないことから、実証圃場での技

術紹介、農家への訪問指導などの活動対象は、現状では、地域の優良農家に限られている状況

である。このため、本プロジェクトでは、プロジェクト目標の達成に向けて技術普及の手法・

アプローチを検討し、普及活動詳細計画の作成にも重点を置いて、幅広い農家への普及に向け

た活動を実施する予定である。プロジェクトで実施するベースライン調査の結果も踏まえて、

対象とする農業普及所の選択、農業試験場が行っている普及活動の利用なども、場合により検

討していくことも考えられる。 
 

３－１－４ インパクト 
本プロジェクトでは、以下のように複数の正のインパクトが予測できる。 
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上位目標は、「適正園芸技術の導入とマーケティングの促進を通じて、クルド地域農民の生

計が向上する」と明確であり、これは農民にまで直接アプローチするプロジェクト目標の達成

によりインパクトとしての発現が見込まれる。プロジェクトでは、市場動向の調査や市場関係

者を招いた技術のモニタリングなどの活動を行い、市場ニーズを把握し技術的に対応すること

でマーケティングの促進につなげていく計画である。 
プロジェクト効果の波及については、成果3及び4において、現状の普及活動のレビュー、適

正技術の内容と対象農家に応じた普及手法・アプローチの検討、普及活動詳細計画の作成、計

画に基づく普及活動の実施、と順を追って堅実に展開されることから、クルド地域内における

波及効果は大きいと考えられる。また、この一連の流れをサイクルとして国内他地域で再現し

ていくことで、効果的な普及活動が継続的に発展していくことも期待できる。 
 

３－１－５ 持続性 
以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、プロジェクト終了後も相手国政府により維持

されると見込まれる。 
クルド農業水資源省の試験研究所、農業普及所は、エルビル県、ドホーク県、スレイマニア

県の各地区に配置され、活動は各機関とも年間計画に基づいて実施されている。新規技術・知

識の習得機会は限られ、試験結果の蓄積や普及資料の保管への認識も十分ではないため、試験

研究の発展は停滞しているものの、限られた知識・技術・手法のなかでの活動は実践されてい

る。プロジェクト活動は既存の組織体制のうえに行われることから、プロジェクト終了後も活

動の持続性は高いと判断される。 
現在もクルド農業水資源省研究・普及部門の基本的な活動は安定的に実施されており、プロ

ジェクトで導入する改善技術のクルド側の吸収・定着力には問題がないものと見込まれる。プ

ロジェクト終了後の技術の維持を阻害するような特別の要因は見当たらない。 
園芸生産振興については、国内で需要の高い作物群であり農業・農村振興の観点から、イラ

ク国家開発計画やクルド農業セクター戦略計画で重視されており、今後もイラク政府及びクル

ド自治政府の政策的・予算的な支援は続くことが見込まれる。なお、イラクの石油埋蔵量は世

界第3位ないし4位とされており、石油収入によって一定以上の国家予算が担保され、そのうち

17％がクルド自治政府に配賦されることが制度化されている。 
中長期的なクルド地域の園芸生産振興に関しては、別途クルド地域に派遣予定の農業政策ア

ドバイザーと密に連携し、クルド自治政府が園芸生産・流通体制の発展段階に応じて適切な政

策（補助政策・貿易政策など）を実施できるよう、関連する政策提言を行い、持続性の強化に

取り組む必要がある。 
 

３－１－６ 結論 
以上のように、妥当性や必要性を確認し、協力内容と協力効果を明らかにして、インパクト

や持続性も踏まえて協力実施の適用性を総合的に検討した結果、本プロジェクトによる協力の

実施は適切と判断される。 
 

３－２ 貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

イラク全体では、人口の23％が貧困ライン以下と推定されている。また2010年に国連が発表し
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た飢餓マップによると、県ごとで差があるものの全体的に高い数値を示している。飢餓・低栄養

については、食糧不足というより世帯に食糧を購入できる収入がないことが原因である。農村世

帯の収入は都市・郊外世帯と比べると低く、FAOの推定によると、これら貧困ライン以下に属す

る、または飢餓・低栄養に面している人口の70％は農村世帯である。園芸作物（果樹・野菜）は

小規模でも現金収入を得る手段となり得ることから、適性園芸技術の導入と普及は農村の活性化

と貧困削減に寄与していくものと考えられる。本プロジェクトにおける貧困農民の参加・普及に

関しては、ベースライン調査の実施や普及のための活動詳細計画の作成において、配慮の中心に

置かれることとなる。 
ジェンダーに関しては、「イラク国家開発計画（2010～2014年）」のなかで、農村における高い

失業率と都市への人口流入、農業労働における女性の重要性の高まり（2000年推定では農業労働

者の50％以上は女性）、の2点が農村の社会開発の側面として指摘されている。クルド自治区にお

いても、園芸作物、養蜂、家畜飼養、農産物加工などで女性が主な役割を果たしている。このた

め、例えばスレイマニア農業普及所の全職員・普及員218名のうち女性は45名配置され、農作業

ダイアリーや農産物加工など女性向け研修も数多く開催されている。本プロジェクトの活動でも、

ベースライン調査にて園芸の生産から流通に至るそれぞれのジェンダーの役割を明らかにし、効

果的なジェンダー配慮につき検討するとともに、実際の活動に取り込むことを想定している。 
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第４章 その他留意点 
 

４－１ イラク支援における本プロジェクトの位置づけと留意点 

本プロジェクトと同時に「食糧自給のための小麦生産性改善プロジェクト」（技術協力プロジ

ェクト）と「クルド地域農業政策アドバイザー」（個別専門家派遣）が採択された。この3案件は、

イラク戦争後最初の日本人専門家派遣を伴う技術協力として重要な意味をもつものと理解でき

る。 
ただし、3案件ともにイラク全体の2割に満たないクルド自治地域を対象としており、これは専

門家の安全確保という観点から致し方ないものの、イラク政府から理解を得ることに常に配慮が

必要となる。 
これまでの調査や資料で確認されたとおりクルド地域の農業ポテンシャルは高いにもかかわ

らずイラク戦争以前には農業振興が図られていなかったことから、イラク復興期においてクルド

地域での農業開発に高い優先度を置くことは客観的にみても妥当性の高いものである。 
しかしながら、歴史的経緯、民族間感情などに配慮すれば、理詰めの説明にとどまらずさまざ

まな角度からクルド自治政府、イラク政府、各地域農民とそれぞれ良好なコミュニケーションの

輪を形成しながらプロジェクトを展開させていく配慮が必要である。このような配慮は、国内対

立を経た復興期の社会における開発事業では、不可避の重要な課題として見据えておくべきであ

ろう。クルド地域での協力が全イラクの開発に貢献することを説明することは可能であり整理し

ておくべきと思われる。 
なお、本プロジェクトは円借款付帯事業の位置づけであり、日本の灌漑セクターローンの投入

に際して、栽培技術や普及技術の面からプロジェクトの成果を円借款のサイトでも有効活用して

いけるよう、イラク側とのコミュニケーションや活動への取り込みを図る必要がある。 
 

４－２ イラク（クルド自治政府）側のイニシアティブ 

本詳細計画策定調査全般を通じてクルド自治政府の真摯なイニシアティブが認められた。クル

ド農業水資源省大臣から地方の現場（試験場や普及所）に至るまで、日本の技術協力に期待して

いることが実感できた。 
ただし、技術協力の受益者（カウンターパート機関）として未経験であるがゆえに、彼らが十

分には理解していない事項は少なくないと心得ておくべきであろう。実施段階でも基礎的な認識

まで含めて説明や指導が必要になることを想定しておきたい。 
また、主管であるクルド農業水資源省を軸としつつも、適宜計画省、イラク政府（農業省、水

資源省、首相府など）に説明とアピールを行うことで、運営を円滑にする配慮が必要であろう。

この点ではJICAイラク事務所からの示唆と調整、支援に負うところが大きく、継続的な支援を依

頼したい。またミクロの視点（県レベルから更に小さい範囲まで）での現地事情を汲み取る努力

も必要であろう。3県のなかでもスレイマニア県は歴史的に他2県と反目するところもあるという。

さらに（イラン、シリア、トルコなどとの）国境を越えて展開する3,000万人といわれるクルド人

の歴史や民族感情にも配慮する必要がある。 
上記のとおりミクロからマクロまでさまざまな視点をもって取り組んでいく必要のある新た

な協力展開であることを関係者間で共有していきたい。 
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４－３ 安全対策に関する留意点 

クルド地域はイラク国内他地域と比べて治安が良いとされているが、厳重なセキュリティルー

ルを適用しなければならない特別な地域であることに変わりはない。 
現地で調査している時の感覚としては他国と変わらない素朴な農村のように感じられるが、常

に十分な事前情報を得てから行動する必要がある。現行のままではJICA専門家の外出に多くの制

約と費用がかかる。費用面での積み上げは軽んじられないレベルになる。事業面では普及などの

郊外の活動が制約される一方、専門家の生活面での制約やストレスも大きく、追加的な休暇も必

要となる。 
また、バグダッドでのイラク政府とのコミュニケーションの重要性を述べたが、更に厳しい治

安状況にあるバグダッドでの安全対策との兼ね合いを十分に検討する必要がある。 
 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 
 
２．プロジェクトイメージ図 
 
３．Project Design Matrix 
 
４．Plan of Operation 
 
５．Minutes of Meeting (M/M) ＜詳細計画策定調査時＞ 
 
６．Record of Discussion (R/D) 

 
７．Minutes of Meeting (M/M) ＜付属資料６．R/D署名時＞ 
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